
根本から年金制度を見直すために、基本理念として′′3つの柱′′を据える  
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ll  l  

！国民福祉の維持と財政再建の両立を狙う   ひとりひとりが老後に備えるよう促す   

● それぞれができる範囲での自助努力  

は求める   

● 現役時代の努力にはきちんと報いる  

制度として設計する  

誰にもわかりやすい制度として再生させる   

● 国民からも、政治家からも見えない・  

わかりにくい制度としてしまったこと  

が数々の不祥事の原因   

制度上の特例や優遇措置を廃することで、  

行政上の裁量を無くした公平な制度を実現   

● 特例や優遇措置は′′不公平′′の温床   

● 行政事務機関の裁量を廃し、行政コ  

ストも最小限に   

● 所得再配分も、年金だけで完結させ  
ず、税制なども含めたパッケージで  

● 高齢化進展で拡大せざるをえない  

社会保障関係の財源を確立、他の  
財源と分別  

一 社会保障財源：  

年金、医療、介護（＋少子化）   

● 社会保障財源の特定により、歳入と  

歳出の関係を透明化   

● 分別した上で、社会保障以外の歳出  

縮減を徹底  

一 財政を改善させる仕組みに   

経済および財政に対する中立性を確保する   
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一                                              ■  

老後を生活していく上での最低限のサポート  

は社会全体が担っていく構造をつくる  

国としての最低限の役割をきちんと  

見極める  

安定財源によるミニマムサポートを  

実現  

′′賦課ノ′ど′積立′′の役割を明確化  

l  I  

l ‡  ●  

l  l  

喜世代間の負担の公平性を実現する  
l  

l  

l  l  

l  l  

し＿＿＿＿  

● 現役世代と高齢者世代のバランス  

l  
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基本理念を制度に  

3つの基本理念に沿えば、あるべき年金制度は3種のタイプ  

l  

：簡素な制度で大枠として公平性を確保  …最低保障年金＋積立年金  

ll 童 ●最低保障年金‥最低限；：●年金独自の徴収機能が不要で行政   

… 度の生活資金を一律に；： コストも最小に l       、                          ll ll  

：：但し、パートナー死別後の生活保障が不  

：≡十分となる場合が発生してし言う  

： 給付  

吾 ●積立年金‥現役時代の  

； 負担に応じた給付  ●死別により世帯単位で最低保障年  ll ll  

；： 金が半分になってしまう  
Il  
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一  

1  

1 ：最低保障年金＋積立年金  

：（同上）＋生活保障  

：●最低保障年金：最低限  

室 度の生活資金より少な  
； めを給付  

：●生活保障：必要な高齢  

： 者に簡易申告で給付  

l  

；基礎部分の圧縮で財政負担削減も可能  

；●但し、基礎部分をどこまで削るかの  

； 判断は難しい l  

l  
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現役時代に納めた  

保険料に応じた受  

給により、高齢者の  

自立も促す  

●各種制度を統  

合し、制度間の   
不公平を解消  

●負担と受給の   

関係も見直し  

老後の生活設計を  

確かにする年金を、  

すべての高齢者が  

受給できる  

●共に支えるた   

め、負担と受給   

の構造を根本   

－ から見直し  

l  

…：●但し、対象拡大は行政の肥大化に  Il  

；簡易申告の行政機能が追加 t  

；●簡易申告対応分のコストアップ  
山＿＿【＿＿＿…＿…JL＿＿…＿  
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I I I 

：積立年金（同上）＋生活保障＝理論的には財政負担の最小化が可能 l  

l】 … ●積立年金では生活資金：；●現実には、就業率の高いスウェーデ  

： に不足する高齢者に対：： ンでも国庫負担せざるを得ない現状   
要 し、申告に応じて差額を喜…生活保障を担う行政機能の拡充が必要  

t l  I I 

● 所得把握の難しさから、機能拡大は  

童室 より大きくなる可能性大  
Il l】  

I I I I 

ll  



抜本改革のポイント  

選択すべきは㊤をベースに㊤を最小限取り入れた制度   

○－  サ  
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P忘 司 

l  

各種制度を統合、現役時の納 三  ′′最低保障年金′′を全額税財源  

とし、すべての高齢者に同額の  

年金を給付   

● 家計の実態を踏まえた  

給付額   

● 安定財源の消費税を  

充当  

一 但し、完全移行は  

景気・財政の影響  

を勘案  

民年金加入者にも利用可能  
な′′遺族年金′′を  付額に応じた′′積立年金′′に  

I   

● 負担は既存の枠組みを； l  

維持  

（被用者も、事業主も）：  

l  

● 死別後の必要最低限の …                                                l  

生活資金を確保のため  

一 厚生年金等には …  

● これまでに約束した  現存  

● 高齢者の生活保護と統  

合する方向  

● 簡便な所得テストを実   

施、行政機能の拡大を  

最小化   

給付額は維持できるよ  
うに経過期間を設定し、  

移行措置を実施  

l  

l  l  

l   

l  

l   

1  

l  

1  1  
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＝■■」■  

新・年金制度＝税財源の最低保障年金＋納付保険料比例の積立年金＋遺族年金  

すべての高齢者に同額の‾最低保障年金‾を支給   

● 月額7万円（現行、国民年金支給額＋消重税負担分）  
一  老後の生活設計維持のため、賃金あるいは物価スライドに（経済実態に応じて）   

● 家計調査によれば、高齢者夫婦世帯の月額支出は13万円程度  
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿J  ー●■－■■－●■■一一■■■－－－．一■＿■■－＿＿＿‖＿＿＿＿＿＿＿＿＿   
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財源の安定性を確保するために基礎部分に税財源（消費税）を充当   

● 消費税は、すべての世代が負担、生涯所得との連動性も高く、経済変動に強い税   

● 消費税縫は9％程度（消費税1％＝2．5兆円）   

● 一方で国民年金保険料相当分は廃止（月額14，100円、H19年度水準）   

● 消費税引上げに際しては、食料品について引上げしないなどの配慮が必要  

－ その場合、消費税全体の税率は上記ではすまない／インボイス方式導入も  

各種制度を続合、現役時における納付保険料矧こ応じた〝積立年金〝を受給  
所得水準によらず、任意の積立も可能な積立方式に移行   

－ とくに、現行制度の1号、3号保険者の自立を促すことが可能に  

「平均寿命を生きれば、各自が納付した積立保険料を受給できる」のが基本的な枠組み   

一 長生きのリスクは国が全体の資金をコントロールしてサポート  

ひとりひとりの口座ごとに個別に運用する方式に（401Kのように）   

●  

●
 
 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿J  

積立部分に相当する事業主の負担は継続し、被用者の保険料と共に積み立てる   

● 事業主による納付は被用者個人の積立保険料口座に名寄せ   

● 事業主負担のない非被用者（事業主・農家など）を含めて拠出保険料を非課税とする  

現行の国民保険料相当分については雇用税（仮称）の形で継続、当面は移行措置の財源に  
L＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  
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国民年金加入者に対して、使える”遺族年金”を創設   

● 死別後の必要最低限の生活資金を確保のために′′＋数万円／月′′を給付  

高齢者に対する生活保護制度（5000億円／年の財政負担）と統合が可能に   

● 死別遺族に対象を限定して簡便な所得テストにて実施、行政機能の拡大を最小化  
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新制度・全体像  

国民からの視点  何が変わるのか？：国民ひとりひとりにとっての′′負担′′ど′給付〝  

最低保障年金アップ、7万円／月に   

● （現状）平均：5．3万円  

40年満期：6，6万円   

● 平均世帯（夫婦二人）：  

48万円／年の給付増  
40年満期（夫婦二人）：  

10万円／年の給付増  

消費税＋7％   

● 140万円／年・  

消費性向  

100％  

↓  

10万円／年  
の負担増  

消費税＋7％  

（現行水準からの上げ幅）   

● 所得400万円／年・消費性向90％  

⇒ 25万円／′年の負担増  

移行期問は過去制度において約束した給  

付を維持  

積立年金移行後の給付は納付実績による  

積立保険料は横ばい   

● 各自の判断で積立保険料を増や  
すことも可能に（特に1号、3号）  

国民年金保険料 －14．100円  

（H19年度、月額、一人あたり）   

● すべての年金加入者において減額   

● 世帯では夫婦2人として  

⇒ 34万円／年の負担減  

消貴税の負担増はあるも、最低保障年金アップでカバー   

● 40年満期納付世帯でも消責税引き上げ分を  
カバーすることが可能に  

但し、高齢者世代でも所得が高い場合は負担増に   

世帯所得の水準によって、プラスマイナスが異なる   

● 所得540万円／年がブレークイーブン  

（消費性向を90％とした場合）   

● 家計所得540万円以上で負担増（＋）  

家計所得540万円以下の負担減（一） ／  
叫仙……仙．… 
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rヽ丁  

新制度・全体像  

行政組織の改革  何が変わるのか？：年金行政事務執行機関（社会保険庁）  

一
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国民年金保険料の徴収業務   

● 職員2，500人＋臨時職員4，700人、650億円／年の経責縮減が  
可能に   

国民年金（基礎年金）納付記録の管理業務   

● すべての高齢者に一律の最低保障年金給付を行うため、  
過去記録の管理そのものは不要に  

社会保険庁  
■●●t■■t t■■  
l■●■●■I■■■  

■●■■■■■■  
■●■■■●■■  
■■■■l■l■■●  
■＝■■■l■■t■t■  
tlt■■l■l■■】□l「  

由■t＝■■l田口匂  
■血＝■■l■■■ldl  

●  

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■
 
 

l■■－－‾‾●‾‾■■‾‾‾‾■‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾  

暮  

夫婦死別遺族に対する簡易所得テストの実施＋遺族年金給付業務   

● 従来の高齢者に対する生活保護給付業務と統合すれば、  
行政全体のコスト負担は変わらず  

積立年金の記録管理、運用環境整備業務   
● 運用のためのガイドラインやメニュー（401kめような）   

● 力のある運用機関のラインナップ  

ー 競争を通じて、より高い運用力を引き出す  
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′′最低保障年金′′はすべての高齢者に一律7万円／月を給付  

‾「1   
1   

1   】   
l   

1   

1   

1   l  

「最低保障年金全額税方式＋一律給付」移行によって、国民年金積立  
金は不要に   

●10兆円（H16年度末残高）  

老後を生活していく上での最低限  

のサポートと位置付け  

童 ● 高齢者の生活の実態と  
消費税の負担増を踏まえ  

た水準   

一 高齢者夫婦世帯の  
生活資金は  

13万円／月  
（家計調査より）  

新制度移行において、国民年金保険料の過去負担に対する公平性の  
確保は不可欠   

● ′′まったく払っていない人と同じ年金水準は納得できない。 
′′  

国民年金積立金残高を上限に、保険金の納付状況に応じた分配を行う   

● 旧国民年金加入者の2階部分の積立年金原資に繰り入れ  

l  t  

ぎ ● 死別後の単身者には、別  
途、′′遺族年金′′で対応  

≡ ● 納付月数に応じて割り当て  
l  

1  

1  l  

l  

l  t  

l  

l  

l  ，  

I  
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′′最低保障年金〝をどのように税財源にしていくか？  

財準  

すべての国民にとって公平な消費税で賄う   

● 消費税は、すべての世代に課税さ  

れ、所得水準との連関性も高い税制   

● 社会保障財源への限定を明らかに  

し、′′必要な社会保障水準の維持′′と  

〝財政再建”を両立  

現行の基礎部分の水準（40年加入、満額）を  

維持するならば、21兆円以上の財源が必要  

年金制度だけによる所得再分配は、制度の  

複雑化を招くため、国民にとって共通の税と  

財政による形を志向すべき   

● 所得制限を行わず、まずは一律支給  

一  高額所得者に対する措置  

× 年金支給の減額  

○ 年金以外の所得も含めた  

所得税による税徴収   

● 消費税の逆進性も全体で調整  

一 低所得者に対する財政措置  

を別途検討することで逆進性  

を回避  

一 一方で、生活必需品に対する  

非課税枠の検討も  

そのためにも、所得把握のための仕組みづ  

くりをしっかり進めることが必要に   

段階的な措置としては、これまで行ってきた  

国庫負担の割合を引き上げる措置をさらに  

進めるのもーつの手  

国庫負担の割合の推移   

2
 
 
 
 
3
 
 

／
 
 
 
 
／
 
 

0
 
 この支給総額を消費税の税率に換算すると  

9％程度の水準   

● 消費税1％＝2．5兆円の前提  

H16  日21   

移行に伴い不要となる積立金の活用も可能  
（詳細は次ページ）  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿J  
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